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信用金庫の経費 

－経費率・総資産経費率・ＯＨＲからみた経費効率の動向－ 
 

➢ 2025年度の全国 254信用金庫の経費率は、前期比 0.02ポイント上昇の 0.79％となった。

また、総資産経費率は前期比 0.03 ポイント上昇の 0.73％、ＯＨＲ（コア業務粗利益ベ

ース）は前期比 2.69ポイント低下の 68.03％となった。 

➢ 信用金庫別に、経費率、総資産経費率、ＯＨＲ（コア業務粗利益ベース）の各比率を２

期間（2021 年度と 2025 年度）で比較したところ、経費率および総資産経費率は上昇し

た信用金庫が多く、ＯＨＲは低下した信用金庫が多くなっている。 

 

本稿では、2025 年度の全国 254 信用金庫の経費について、以下の各比率により確認する。 

 

１．各比率の状況 

(1) 経費率 

経費率（経費/(預金積金(平残)+譲渡性預金(平残))）の推移を確認する（図表１）。 

2025年度の経費率は、前期比 0.02ポイント上昇の 0.79％となった。過去 10年間の推移

をみると、経費率は低下傾向をたどってきたが、2023年度以降は上昇基調にある。 

経費額および預金残高について、2016年度を 100として指数化すると、これまでは経費

額の減少と預金残高の増加が寄与し、経費率の低下要因となってきたが、足元では預金残

高の伸びの鈍化に加え、経費額が増加傾向にあることから、経費率の上昇要因となってい

る。 
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(図表１) 経費率の推移 
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(2) 総資産経費率 

次に、総資産経費率（経費/(資産合計(平残)-債務保証見返(平残)）の推移を確認する（図

表２）。 

2025年度の総資産経費率は、前期比 0.03ポイント上昇の 0.73％となった。過去 10年間

の推移をみると、総資産経費率は低下傾向をたどってきたが、2023年度以降は上昇基調に

ある。経費額および総資産残高について、2016年度を 100として指数化すると、これまで

は総資産残高の増加が寄与し、総資産経費率の低下要因となってきた。しかし、足元では

総資産残高が減少傾向にあり、総資産経費率の上昇要因となっている。 

(3) ＯＨＲ（コア業務粗利益ベース） 

次に、ＯＨＲ（経費/コア業務粗利益）の推移を確認する（図表３）。ここでは、信用金

庫の本業部分における収益性を表すコア業務粗利益1ベースのＯＨＲを取り上げる。 

2025 年度のＯＨＲは、前期比 2.69 ポイント低下の 68.03％となった。過去 10 年間の推

移をみると、2018年度以降低下傾向にある。 

経費額およびコア業務粗利益について、2016年度を 100として指数化すると、これまで

は経費額の減少の影響がＯＨＲの低下に寄与してきた。足元では、経費額は増加傾向にあ

るものの、コア業務粗利益の増加が寄与し、ＯＨＲの低下につながっている。 

 
1 コア業務粗利益＝業務粗利益－債券５勘定尻((国債等債券売却益＋国債等債券償還益)－(国債等債券売却損＋国債等債券償還損＋国債等債券償却)) 

(図表２) 総資産経費率の推移 
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(図表３) ＯＨＲ（コア業務粗利益ベース）の推移 
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２．信用金庫別の状況 

次に、信用金庫別に、最近５年間の各比率の推移を示す（図表４～６）。 

(1) 経費率 

2021年度は、0.8％以上 1.0％未満の

信用金庫数が最多であった。その後は

減少したものの、2025年度においても

同区分が最多となっている。また、

0.8％未満の信用金庫数も減少傾向に

あるなど、全体として上昇傾向がうか

がえる。また、２期間（2021年度と 2025

年度）で比較すると、上昇が 137金庫、

低下が 117 金庫となっており、上昇し

た信用金庫の方が多い。 

 

 

(2) 総資産経費率 

0.6％以上 0.8％未満の信用金庫数が

最多であるが、0.8％以上 1.0％未満の

信用金庫数も増加しているなど、全体と

して上昇傾向がうかがえる。また、２期

間（2021年度と 2025年度）で比較する

と、上昇が 174金庫、低下が 80金庫と

なっており、上昇した信用金庫の方が多

い。 

 

 

 

(3) ＯＨＲ（コア業務粗利益ベース） 

2021年度は、80％以上の信用金庫数が

最多であったが、その後は減少傾向にあ

る。2025年度は、70％以上 80％未満の信

用金庫数が最多であり、60％未満の信用

金庫数も増加しているなど、全体として

低下傾向がうかがえる。また、２期間

（2021年度と 2025年度）で比較すると、

上昇が 41 金庫、低下が 213 金庫となっ

ており、低下した信用金庫の方が多い。 

 

 

 

(図表４) 経費率 

 
（備考） 信金中金総研作成 

9 13 15 14 12

95
111 105 96

86

120
106 108

104 117

30 24 26
40 39

0

50

100

150

200

250

2021 2022 2023 2024 2025

(金庫数)

(年度)

～0.6% 0.6～0.8% 0.8～1.0% 1.0%～

(図表５) 総資産経費率 
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(図表６) ＯＨＲ（コア業務粗利益ベース） 
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本稿では、経費効率を測る比率として、預金量との対比で捉える経費率、貸借対照表全

体の規模との対比で捉える総資産経費率、コア業務粗利益を獲得するためにどの程度の経

費を要したかを示すＯＨＲを取り上げた。 

全国の信用金庫について、２期間（2021年度と 2025年度）で比較すると、経費率および

総資産経費率は上昇した信用金庫が多く、ＯＨＲは低下した信用金庫が多い。これは、経

費率および総資産経費率では分母となる預金残高・総資産残高の伸びが鈍化ないし減少し

た信用金庫が増加した一方、ＯＨＲでは分母となるコア業務粗利益が拡大した信用金庫が

増加したためである。 

これまで経費率および総資産経費率が低下してきた背景には、預金残高や総資産残高の

増加が寄与していたことが挙げられる。今後、社会情勢の変化に伴うコスト増などにより

経費額の増加傾向が続く一方、預金残高や総資産残高の伸びが鈍化する場合には、これら

の比率はさらに上昇すると見込まれる。 

一方、ＯＨＲについては、これまではコア業務粗利益の増加よりも経費額の減少の影響

が大きかったが、足元の金利上昇局面では、コア業務粗利益の増加がＯＨＲの改善に寄与

していることが確認できた。 

信用金庫は、地域密着、対面に重きを置いた活動を行っていることから、他業態に比べ

て店舗・人員にかかるコスト負担が重い。経費率、総資産経費率、ＯＨＲといった諸比率

を複合的に組み合わせて、経費効率を捉えることで適切な経費配分を行うことが可能とな

ろう。 

以 上 

 
※信用金庫業界の各種データは、信金中金総研ホームページの「信用金庫統計」（https://www.scbri.jp/publication/toukei/）に掲載

されています。併せて、ご活用ください。 

 

本レポートは発表時点における情報提供を目的としており、文章中の意見に関する部分は執筆者個人の見解となり

ます。したがいまして、投資・施策実施等についてはご自身の判断でお願いします。また、レポート掲載資料は信

頼できると考える各種データに基づき作成していますが、当研究所が正確性および完全性を保証するものではあり

ません。なお、記述されている予測または執筆者の見解は予告なしに変更することがありますのでご注意ください。 
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